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議案第１ 号 全国生涯学習市町村協議会 令和３ 年度事業報告 
 

１  会議関係 

 

（ １ ） 役員会 

〔 日時〕 令和３ 年７ 月１ 日（ 木）  ※オンラ イ ン開催 

〔 内容〕 総会議事について 

 

（ ２ ） 総 会 

〔 日時〕 令和３ 年８ 月４ 日（ 水）  ※オンラ イ ン開催 

   〔 内容〕 １  令和２ 年度事業報告について 

２  令和２ 年度歳入歳出決算について 

  監査報告 

     ３  令和３ 年度事業計画( 案) について 

     ４  令和３ 年度歳入歳出予算（ 案） について 

        ５  全国生涯学習市町村協議会会則の一部改正について 

        ６  役員の選任（ 案） について 

 

 

２  研修会の実施 

 

全国生涯学習市町村協議会研修会等補助金交付の実施 

〔 令和３ 年度はブロッ ク 別交流会が開催困難であっ たため、 会員市町村が実施する  

周年事業・ 記念事業についても 対象と し た〕  

 

（ １ ） 愛知県知立市 

 〔 事業名〕 知立市生涯学習講演会（ 市制５ ０ 周年事業）  

〔 日 時〕 令和３ 年１ １ 月２ ８ 日（ 日） １ ４ 時０ ０ 分開演 

〔 会 場〕 知立市中央公民館 講堂 

 

（ ２ ） 愛媛県新居浜市 

 〔 事業名〕 生涯学習研修会「 こ れから の公民館活動について」  

（ 地域主導型公民館移行完了１ ０ 周年記念事業）  

〔 日 時〕 令和３ 年１ ２ 月１ ０ 日（ 金）  

〔 会 場〕 新居浜市役所５ 階 災害対策室 

 

 

３  要望活動 

 

○ 令和３ 年１ ０ 月２ ６ 日（ 火）  文部科学省要望活動 

-
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-



 

４  ホームページの管理・ 更新等 

 

○ 会員市町村から の情報提供 

○ 協議会から のお知ら せ等 

 

 

５  共催事業・ 後援事業 

 

（ １ ） 共催事業 

    令和３ 年度は実績無し  

 

（ ２ ） 後援事業 

 

○ 佐野市生涯楽習フ ォ ーラ ム佐野楽 

 〔 主催〕 栃木県佐野市 

〔 日時〕 令和４ 年３ 月５ 日（ 土） １ ０ 時～令和４ 年３ 月６ 日（ 日） １ ５ 時 

〔 場所〕 佐野市文化会館、 佐野市勤労者会館 

※ 開催見送り  

 

○ 第２ ０ 回生涯学習ゆう ・ あい賞『 千登三子賞』 受賞記念講演 

（ 第８ ４ 回コ レ ージュ ・ ド ・ カ メ オカ ）  

   〔 主催〕 京都府亀岡市 

    〔 日時〕 令和３ 年１ ０ 月１ ０ 日（ 日）  

   〔 場所〕 ガレリ アかめおか 

    ※ 令和４ 年５ 月２ ８ 日に延期 

 

○ 第２ １ 回「 生涯学習大賞」 受賞者記念講演 

   〔 主催〕 京都府亀岡市 

    〔 日時〕 令和４ 年２ 月１ ２ 日（ 土）  

   〔 場所〕 ガレリ アかめおか 

     ※ 令和４ 年度中に延期 

 

６  その他 

 

 ○ 協議会記念誌発行に向けて出版社、 福留氏（ 協議会世話人） と 準備・ 打ち合わせ等 

   会員市町村へ寄稿依頼 
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議案第２ 号 全国生涯学習市町村協議会 

令和３ 年度歳入歳出決算書 

 

 

歳入決算額    ４ ， ６ ８ ０ ， ０ ６ ３ 円 

歳出決算額      ８ ７ ７ ， ６ ５ ４ 円 

差 引 額    ３ ， ８ ０ ２ ， ４ ０ ９ 円 

 

歳 入                          （ 単位： 円）  

科目 予算額( A)  決算額( B)  
増減 

( B) -( A)  
説 明 

１  会 費 1, 830, 000 1, 770, 000 △60, 000 30, 000 円×59 団体 

２  繰越金 2, 910, 034 2, 910, 034 0 前年度より  

３  雑収入 966 29 △937 預金利息 

合  計 4, 741, 000 4, 680, 063 △60, 937  

 

  歳 出                          （ 単位： 円）  

科目 予算額( A)  決算額( B)  
予算残額 

( A) -( B)  
説 明 

１  会議費 0 0 0  

２  研修会費 3, 400, 000 315, 000 3, 085, 000 研修会等補助金 ２ 市 

３  事業費 1, 000, 000 300, 000 700, 000 記念誌作成 契約内金 

４  手数料 20, 000 2, 200 17, 800 振込手数料 

５  事務費 300, 000 260, 454 39, 546 
郵便代・ HP維持管理費・  

事務用品費等 

６  予備費 21, 000 0 21, 000  

合  計 4, 741, 000 877, 654 3, 863, 346  

 

 

 ＊ 歳入歳出差引残金３ ， ８ ０ ２ ， ４ ０ ９ 円は、 翌年度へ繰り 越し ます。                 
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議案第３ 号 

 

令和４ 年度事業計画（ 案） について 

 

  全国生涯学習市町村協議会活動の円滑な推進を図るため、令和４ 年度において次の事業

を 行う も のと する。  

 

 

１  会議関係 

 

（ １ ） 役員会 

〔 日時〕 令和４ 年７ 月２ ９ 日（ 金） １ ４ 時０ ０ 分～ 

（ ２ ） 総会 

〔 日時〕 令和４ 年７ 月２ ９ 日（ 金） １ ５ 時２ ０ 分～ 

 

 

２  研修会等の実施 

 

（ １ ） 全国生涯学習市町村協議会研修会等補助金交付の実施 

    令和４ 年度は、 令和３ 年度に引き 続き 、 会員市町村が実施する周年事業や記念事業 

に対し て補助するこ と と する。（ 例年実施し ている事業は対象外と する。）  

（ ２ ） ブロッ ク 別交流会の実施 

    全国を ４ ブロッ ク に分け、 会員相互の交流の機会と するため、 ブロッ ク 別交流会を  

実施する。  

 

 

３  広報活動 

 

（ １ ） ホームページによる広報（ 事業内容等紹介）  

（ ２ ） 会員向け各種情報の提供 

（ ３ ） SNS による会員相互の情報交換 

 

 

４  その他 

 

（ １ ） 共催事業、 後援事業等の実施 

（ ２ ） 記念誌の作成 

（ ３ ） その他本会の目的達成に必要な事業の実施 

-
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議案第４ 号 

 

令和４ 年度歳入歳出予算（ 案） について 

 

令和４ 年度歳入歳出予算について次のと おり 承認を 求める。  

歳入予算額    ５ ， ３ ９ ３ ， ０ ０ ０ 円 

歳出予算額    ５ ， ３ ９ ３ ， ０ ０ ０ 円 

差 引 額            ０ 円 

 

歳入 （単位：円）

前年度比

A-B

１　会　費 1,590,000 1,830,000 △ 240,000 30,000円×53団体

２　繰越金 3,802,409 2,910,034 892,375 前年度繰越金

３　雑収入 591 966 △ 375 預金利子等

合　　計 5,393,000 4,741,000 652,000

歳出 （単位：円）

前年度比

A-B

１　会議費 100,000 0 100,000 会議時飲料、講師謝礼等総会費用

２　研修会費 3,400,000 3,400,000 0
補助金600,000円×4ブロック
補助金250,000円×4市町村

３　事業費 1,000,000 1,000,000 0 記念誌作成経費（契約内金除く）

４　手数料 20,000 20,000 0 振込手数料等

５　事務費 450,000 300,000 150,000
郵便代・HP維持管理費・
事務用品費等

６　予備費 423,000 21,000 402,000

合　　計 5,393,000 4,741,000 652,000

科目 予算額A
前年度
予算額B

説　　明

科目 予算額A
前年度
予算額B

説　　明

 

＊ 歳入歳出差引残金なし 。 ただし 、 科目間の流用を 認めるも のと する。  
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議案第５ 号 

 

役員の選任（ 案） について 

 

任期中の役員異動による新任役員の選任のため、 次のと おり 承認を求める。  

なお、 任期は会則第９ 条第２ 項の規定に基づき 、 前任者の残任期間と する。  

 

 役員異動による新任副会長                                             ( 敬称略)  

前任者 後任候補者 

青 森 県 階 上 町 長  浜 谷  豊 美 青 森 県 階 上 町 長  荒 谷  憲 輝 

 （ 任期は前任者の残任期間： 令和５ 年３ 月３ １ 日まで） 

 

役員異動による新任理事                        （ 敬称略） 

前任者 後任候補者 

岩 手 県 金 ケ 崎 町 長  髙 橋  由 一 岩 手 県 金 ケ 崎 町 長  髙 橋  寛 寿 

埼 玉 県 春 日 部 市 長  石 川  良 三 埼 玉 県 春 日 部 市 長  岩 谷  一 弘 

福 岡 県 宇 美 町 長  木 原   忠 福 岡 県 宇 美 町 長  安 川  茂 伸 

（ 任期は前任者の残任期間： 令和５ 年３ 月３ １ 日まで）  

 

役員異動による新任監事                                              ( 敬称略)  

前任者 後任候補者 

北 海 道 大 空 町 長   山 下  英 二 北 海 道 大 空 町 長  松 川  一 正 

 （ 任期は前任者の残任期間： 令和５ 年３ 月３ １ 日まで） 

 

〔 参考〕         全国生涯学習市町村協議会会則 関係条文（ 抜粋）  

 

（ 役員）  

第６ 条 本会に次の役員を 置く 。  

（ １ ） 理事 １ ５ 人以上２ ０ 人以内（ う ち、 会長１ 人及び副会長若干名）  

（ ２ ） 監事 ２ 名 

（ 役員の選任）  

第７ 条 理事及び監事は、 総会で選任し 、 理事は、 互選で会長及び副会長を 定める。  

（ 役員の任期）  

第９ 条 本会の役員の任期は、 ２ 年と し 、 再任を妨げない。  

２  補欠又は増員により 選任さ れた役員の任期は、 前任者又は現任者の残任期間と する。  

３  役員は、 その任期満了後でも 後任者が就任する までは、 なお、 その職務を 行なう 。  
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（ 総会の議決事項）  

第１ ８ 条 総会は、 次の事項を議決する。  

 （ １ ） 会則の制定及び改廃に関するこ と  

 （ ２ ） 役員の選任に関するこ と  

 （ ３ ） 事業計画及び収支予算の決定に関するこ と  

 （ ４ ） 事業報告及び収支決算の承認に関するこ と  

 （ ５ ） 会長から の提案に基づく 役員会の所掌事項 

 （ ６ ） その他本会の運営に関する重要な事項 

 

全国生涯学習市町村協議会 役員一覧（ 令和３ 年度総会決定時点）  

 

（  敬称略 ）     

役職名 市  町  村  長  名 

会 長 京都府亀岡市長          桂 川 孝 裕 

副会長 

３  名 

千葉県酒々井町長         小 坂 泰 久 

青森県階上町長          浜 谷 豊 美 

鹿児島県志布志市長        下 平 晴 行 

理 事 

１ ４ 名 

北海道稚内市長          工  藤   広 

岩手県金ケ﨑町長         髙 橋 由 一 

山形県天童市長          山 本 信 治 

茨城県取手市長          藤 井 信 吾 

栃木県佐野市長          金 子  裕 

栃木県栃木市長          大 川 秀 子 

埼玉県八潮市長          大  山     忍 

埼玉県春日部市長         石 川 良 三 

長野県茅野市長          今 井  敦 

広島県東広島市長         髙 垣 廣 德 

愛媛県新居浜市長          石 川 勝 行 

福岡県宇美町長          木 原  忠 

福岡県岡垣町長          門 司  晋 

佐賀県多久市長          横 尾 俊 彦 

監 事 

２  名 

北海道大空町長             山 下 英 二           

鹿児島県姶良市長         湯 元 敏 浩 

任期： 令和３ 年４ 月１ 日～令和５ 年３ 月３ １ 日（ ２ 年）（ 会則第９ 条第１ 項の規定による ）  
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資料１  

 

  令和４ 年度会員市町村 ＜＜ 順不同 ＞＞ 

 

北海道  稚内市・ 上士幌町・ 大空町・ 浦河町 

青森県 階上町 

岩手県 葛巻町・ 軽米町・ 金ケ崎町・ 普代村・ 野田村・ 矢巾町 

宮城県 七ヶ 浜町 

秋田県 秋田市 

山形県 天童市・ 朝日町 

茨城県 取手市 

栃木県 佐野市・ 大田原市・ 宇都宮市・ 栃木市・ さ く ら 市 

群馬県 高崎市 

埼玉県 八潮市・ 春日部市 

千葉県 酒々井町 

富山県 富山市・ 上市町 

石川県 金沢市 

長野県 茅野市・ 東御市・ 泰阜村 

岐阜県 白川町・ 恵那市 

静岡県 掛川市 

愛知県 知立市 

三重県 熊野市 

京都府 亀岡市 

岡山県 岡山市 

広島県 東広島市 

愛媛県 新居浜市 

福岡県 筑後市・ 柳川市・ 宇美町・ 岡垣町・ 須恵町 

佐賀県 多久市 

長崎県 平戸市 

鹿児島県 奄美市・ 鹿児島市・ 姶良市・ 志布志市・ 曽於市 

沖縄県 那覇市 

 

以上 ５ ３ 市町村 

 

※令和３ 年度総会から の移動履歴 （ 順不同）  

【 退会】  

岩手県西和賀町・ 福島県昭和村・ 千葉県松戸市・ 岐阜県七宗町・ 静岡県御殿場市・ 岡山県井原市 

・ 福岡県芦屋町・ 長崎県佐世保市 

 

 

 

 

-
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資料２  

 

全国生涯学習市町村協議会 顧問・ 世話人 

 

（  敬 称 略 ）     

役 職 名 市   町   村   長   名 

 

 

 

 

 

 

顧 問 

  

 

 

 

 

 

秋田県秋田市長             穂 積  志 

栃木県宇都宮市長         佐 藤 榮 一           

群馬県高崎市長             富  岡  賢  治 

富山県富山市長             藤 井 裕 久  

石川県金沢市長             村 山  卓 

鹿児島県鹿児島市長         下  鶴  隆  央 

沖縄県那覇市長           城  間  幹  子 

世 話 人 聖徳大学名誉教授          福 留  強           

 

 

-
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資料３  

全国生涯学習市町村協議会 会則 

 

 

（ 名称）  

第１ 条  こ の会は、 全国生涯学習市町村協議会（ 以下「 本会」 と いう 。 ） と いう 。  

（ 目的）  

第２ 条 本会は、 本会に参加する 市町村長が、 行政における 生涯学習の政策研究及び情報交換を 行い、 並びに

会員相互の連携を 図る こ と により 、 総合的な生涯学習の政策を 推進し 、 も っ て住民が主役の生涯学習行政の

発展に寄与する こ と を 目的と する 。  

（ 事業）  

第３ 条 本会は、 前条の目的を 達成するため、 次に掲げる 活動を 行う 。  

（ 1） 行政における 生涯学習の政策研究及びこ れに関連する課題等の研究 

（ 2） 行政における 生涯学習の政策に関し 、 国、 県、 市町村等への提言 

（ 3） 会員相互の交流、 支援、 連携等を 図るための活動 

（ 4） その他前条の目的を 達成する ために必要な活動 

（ 会員）  

第４ 条 本会の会員は、 第 2 条の目的に賛同する市町村長を も っ てその会員と する 。  

（ 会費）  

第５ 条 会員は、 年額 30, 000 円の会費を 納入し なければなら ない。  

２  前項の規定にかかわら ず、 大規模災害から の復興その他の理由により 、 会費の納入が著し く 困難と なっ た

場合、 申請によ り 会費の納入を 減免する こ と ができ る 。  

（ 役員）  

第６ 条 本会に次の役員を 置く 。  

( 1)  理事 15 人以上 20 人以内（ う ち、 会長 1 人及び副会長若干人）  

( 2)  監事 2 人 

（ 役員の選任）  

第７ 条 理事及び監事は、 総会で選任し 、 理事は、 互選で会長及び副会長を 定める。  

２  理事及び監事は、 相互に兼ねる こ と が出来ない。  

（ 役員の職務）  

第８ 条 会長は、 本会の会務を 総理し 、 本会を 代表する。  

２  会長に事故がある と き 、 又は会長が欠けたと き は、 あら かじ め会長が指名し た順序により 副会長がその

職務を 代理し 、 又はその職務を 行う 。  

３  副会長は、 会長を 補佐し て、 本会の会務を 掌理する。  

４  理事は、 会務を 執行する 。  

（ 役員の任期）  

第９ 条 本会の役員の任期は、 2 年と し 、 再任を 妨げない。  

２  補欠又は増員によ り 選任さ れた役員の任期は、 前任者又は現任者の残任期間と する 。  

３  役員は、 その任期満了後でも 後任者が就任する までは、 なお、 その職務を 行う 。  

（ 顧問）  

第１ ０ 条 本会には、 顧問を 置く こ と ができ る。  

２  顧問は、 会員のう ち、 都道府県庁所在地及び政令指定都市又はこ れら に準ずる市町村長と する。  
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３  顧問は、 役員会の求めに応じ て、 助言を 行う 。  

（ 世話人）  

第１ １ 条 本会には、 世話人を 置く こ と ができ る 。  

２  世話人は、 学識経験者、 行政代表者及び会長が適当と 認める 者と する。  

３  世話人は、 会長の求めに応じ て、 本会の運営及び組織一般に関する こ と について、 助言を 行う こ と がで

き る 。  

（ 事務局）  

第１ ２ 条 本会の事務を 処理するため、 事務局を 置く 。  

２  事務局の事務は、 会長が属する 市町村の職員が行う 。  

（ 役員会の招集等）  

第１ ３ 条 役員会は、 毎年 1 回会長が招集する 。 ただし 、 会長が必要と 認めたと き 、 会長は、 臨時役員会を

招集する 。  

２  役員会の議長は、 会長と する。  

（ 役員会の定足数等）  

第１ ４ 条 役員会は、 役員現在数の 3 分の 2 以上の者が出席し なければ、 議事を 開き 議決するこ と ができ な

い。 ただし 、 当該議事につき 書面を も っ てあら かじ め意思を 表示し た者及び他の会員を 代理人と し て表決

を 委任し た者は、 出席者と みなす。  

２   役員会の議事は、 出席役員の過半数を も っ て決し 、 可否同数のと き は、 議長の決すると こ ろ によ る。  

（ 総会の構成）  

第１ ５ 条 総会は、 第 4 条の会員を も っ て組織する。  

（ 総会の招集等）  

第１ ６ 条 通常総会は、 毎年 1 回会長が招集する 。  

２  臨時総会は、 役員会が必要と 認めたと き 、 会長が招集する 。  

（ 総会の議長）  

第１ ７ 条 総会の議長は、 会長と する。   

（ 総会の議決事項）  

第１ ８ 条 総会は、 次の事項を 議決する。  

（ 1） 会則の制定及び改廃に関する こ と  

（ 2） 役員の選任に関する こ と  

（ 3） 事業計画及び収支予算の決定に関するこ と  

（ 4） 事業報告及び収支決算の承認に関するこ と  

（ 5） 会長から の提案に基づく 役員会の所掌事項 

（ 6） その他本会の運営に関する 重要な事項 

（ 総会の定足数等）  

第１ ９ 条 総会は、 会員現在数の過半数以上の者が出席し なければ、 議事を 開き 議決する こ と ができ ない。

ただし 、 当該議事につき 書面を も っ てあら かじ め意思を 表示し た者及び他の会員を 代理人と し て表決を 委

任し た者は、 出席者と みなす。  

２  総会の議事は、 会員である出席者の過半数を も っ て決し 、 可否同数のと き は、 議長の決する と こ ろ によ

る。  

（ 会計）  

第２ ０ 条 本会の経費は、 会費、 寄付金等を も っ て充てる 。  

２  本会の会計年度は、 毎年 4 月 1 日に始まり 、 翌年 3 月 31 日を も っ て終わる 。  
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（ 委任）  

第２ １ 条 こ の会則に定める も ののほか、 本会の運営に関し 必要な事項は会長が定める 。  

 

附 則 

１  こ の会則は、 平成 11 年 11 月 11 日から 施行する 。  

２  本会の設立当初の事業年度は、 第 20 条第 2 項の規定にかかわら ず、 平成 11 年 11 月 11 日から 平成 12 年

3 月 31 日までと する。  

 

附 則 

１  こ の会則は、 平成 14 年 5 月 29 日から 施行する 。  

２  こ の会則改正後の第 9 条の規定は、 こ の規定にかかわら ず、 平成 15 年 3 月 31 日までと する 。  

 

附 則 

１  こ の会則は、 平成 23 年 6 月 24 日から 施行し 、 平成２ ３ 年度納入分の会費から 適用する。  

 

附 則 

１  こ の会則は、 令和 3 年 8 月 4 日から 施行する。  
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資料４  

  

全国生涯学習市町村協議会研修会等補助金交付要綱                           

 

（ 趣旨）  

第１ 条  こ の要綱は、 全国生涯学習市町村協議会に加入する 市町村が実施する 研修会等（ 以下「 補助事業」

と いう 。） に対し 、 補助金を 交付するこ と について必要な事項を 定める も のと する。  

 （ 市町村の責務）  

第２ 条  補助金を 受け補助事業を 行う 市町村（ 以下「 補助事業者」 と いう 。） は、 交付の目的に従っ て誠実に

実施する よ う 努めなければなら ない。  

（ 補助対象経費）  

第３ 条  補助の対象と なる経費（ 以下「 補助対象経費」 と いう 。） は、 補助事業を 実施する経費のう ち 、 別表

に定める 経費と する。  

（ 補助金の交付）  

第４ 条  補助金の交付額は、 補助対象経費の３ 分の２ 以内と し 、 毎年度予算の範囲内において会長が定める

額と する 。  

 （ 補助金の交付の申請）  

第５ 条  補助金の交付を 受けよ う と する 市町村は、 補助金交付申請書（ 様式１ 号） を 期限までに、 次に掲げ

る書類を 添付し て会長に提出し なければなら ない。  

     ( 1)  補助事業計画書（ 様式第２ 号）  

     ( 2)  事業に係る 収支予算書 

 （ 補助金の交付の決定）  

第６ 条  会長は、 前条の規定によ る申請があっ たと き は、 当該申請に係る 書類の審査等によ り 補助金を 交付

すべき も のと 認めたと き は、 速やかに申請者に対し 、 その決定の内容及びこ れに条件を 付し た場合にはその

条件を 、 補助金交付決定通知書（ 様式第３ 号） により 通知する も のと する。  

２  会長は、 前項の審査等の結果によ り 補助金を 交付するこ と が不適当と 認めたと き は、 速やかに当該申請者

に対し てその旨を 、 補助金不交付決定通知書（ 様式第４ 号） により 通知する も のと する。  

 （ 補助事業の変更等の承認）  

第７ 条  補助事業者は、 補助事業に要する 経費の配分又は補助事業の内容の変更（ 会長が定める軽易な変更

を 除く 。）、 中止又は廃止する場合においては、 補助金（ 変更・ 中止・ 廃止） 承認申請書（ 様式第５ 号） によ

り 会長の承認を 受ける こ と 。  

 （ 実績報告）  

第８ 条  補助事業者は、 当該補助事業が完了し たと き （ 中止又は廃止の承認を 受けたと き を 含む） 又は補助

金の交付の決定に係る 会計年度が終了し たと き は、 会長が定めると こ ろ によ り 、 補助事業の成果を 記載し た

補助事業実績報告書（ 様式第６ 号） を 、 次に掲げる書類を 添付し て会長に提出し なければなら ない。  

     ( 1)  補助事業実績書（ 様式第７ 号）  

      ( 2)  収支決算書 

      ( 3)  支払いを 証する書類の写し  

      ( 4)  会長が必要と 認める 書類 

 （ 補助金の額の確定）  

第９ 条  会長は、 前条第１ 項の規定によ り 実績報告を 受けた場合においては、 当該報告書等の書類の審査等

によ り 、 その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ れに付し た条件に適合する と 認
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めたと き は、 交付すべき 補助金の額を 確定し 、 補助金確定通知書（ 様式第８ 号） によ り 当該補助事業者に通

知するも のと する 。  

（ 是正のための措置）  

第10条 会長は、補助事業の完了又は中止若し く は廃止に係る 補助事業の成果の報告を 受けた場合において、

その報告に係る 補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ れに付し た条件に適合し ないと 認めた

と き は、 当該補助事業について、 こ れに適合さ せるための措置を と る こ と を 当該補助事業者に対し て命ずる

こ と ができ る。  

（ 補助金の交付時期）  

第 11 条 補助金は、 第９ 条の規定により 確定し た額を 補助事業が完了し た後において交付する も のと する 。

ただし 、 会長が補助金の交付の目的を 達成するため特に必要があると 認める と き は、 補助事業の完了前に補

助金の全部又は一部を 交付するこ と ができ る。  

２  補助事業者は、前項の規定によ り 補助金の交付を 受けよう と する と き は、補助金交付請求書（ 様式第９ 号）

を 会長に提出し なければなら ない。  

（ 交付決定の取消し ）  

第 12 条 会長は、 補助事業者が次の各号の一に該当する と 認めると き は、 補助金の交付の決定の全部又は一

部を 、 補助金交付決定取消通知書（ 様式第１ ０ 号） により 取消すこ と ができ る。  

    ( 1)  偽り その他不正の手段により 補助金の交付を 受けたと き 。  

    ( 2)  補助金を 他の用途に使用し たと き 。  

     ( 3)  その他補助金の交付の決定の内容及びこ れに付し た条件に違反し たと き 、 又は会長の指示に従わなかっ

たと き 。  

２  前項の規定は、 第９ 条の規定に基づく 補助金の額の確定があっ た後においても 適用がある も のと する。  

 （ 補助金等の返還）  

第 13 条 会長は、 補助金の交付の決定を 取消し た場合において、 補助事業の当該取消し に係る 部分に関し 、

既に補助金が交付さ れていると き は、 期限を 定めて、 その返還を 命ずるも のと する。  

２  会長は、 補助事業者に交付すべき 補助金の額の確定を し た場合において、 既にその額を 超える補助金が交

付さ れている と き は、 期限を 定めて、 その返還を 補助金返還命令書（ 様式第１ １ 号） により 命ずる も のと す

る。  

 （ 関係書類の整備）  

第 14 条 補助事業者は、 補助事業に係る 経費の収支を 明ら かにし た書類、 帳簿等を 常に整備し 、 かつ、 こ れ

ら の書類等を 補助事業の完了の日の属する 会計年度の翌会計年度から ５ 年間保存し ておかなければなら な

い。  

 （ 委任）  

第 15 条 こ の要綱の施行について必要な事項は、 会長が別に定める 。  

    

附 則   

（ 施行期日）  

 こ の要綱は、 平成 14 年５ 月 29 日から 施行する。  

 

  附 則 

 （ 施行期日）  

 こ の要綱は、 令和 2 年 7 月 29 日から 施行する。  
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別表（ 第３ 条関係）  

補 助 対 象 経 費             

区    分 内        容 

報 償 費         講師謝礼金、 講演料等 

旅      費 

 

講師交通費・ 宿泊費実費弁償等 

印 刷 製 本 費         チラ シ、 ポスタ ー、 パンフ レ ッ ト 、 参加申込書の印刷等 

使用料及び賃借料 会場借上げ、 設備賃借等 
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【 メ モ】   
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